
(参考資料）

① 事業セグメント別の営業損益見通し

② 粗鋼生産量（JFEスチール）

(単独ベース） (連結ベース）

　　　　　平成16年度第1四半期 　６９８万ｔ 　７９４万ｔ
　　　　　平成16年度上期 　１，３９４万ｔ １，５８０万ｔ
　　　　　平成16年度下期 　１，３７１万ｔ １，５４８万ｔ
　　　　　平成16年度通期 　２，７６５万ｔ ３，１２８万ｔ

　　　　　平成17年度第1四半期 　６９５万ｔ 　７９０万ｔ
　　　　　平成17年度上期実績 　１，３５９万ｔ １，５３７万ｔ

③ 鋼材輸出比率（JFEスチール, 単独ベース）

　　　（金額ベース）
　　　　　平成16年度上期 　４４．０％
　　　　　平成16年度下期 　４４．４％
　　　　　平成16年度通期 　４４．２％

　　　　　平成17年度第1四半期 　４４．３％
　　　　　平成17年度上期実績 　４４．２％

④ 為替レート（円/＄）前提

　　　　　平成17年度見込み　：　1円の円高に対して、年間では１０億円程度の減益
　　　　　　　　　　　　　　　　（ドル収支では、年間 １０億＄程度の受取超過）

　　　　　　　下期計画は105円/＄で策定

⑤ 鋼材平均価格（JFEスチール, 単独ベース）

　　　　　平成16年度上期 　57.7千円／ｔ
　　　　　平成16年度下期 　65.7千円／ｔ
　　　　　平成16年度通期 　61.7千円／ｔ

　　　　　平成17年度第1四半期 　73.0千円／ｔ
　　　　　平成17年度上期実績 　75.6千円／ｔ

⑥エンジニアリング事業の受注状況

　　受注実績 1,022億円 （前年同期比　△22.4％）
　　受注残高 3,334億円 （　　　〃　　　　△8.6％）
　　　（セグメント間の取引を含む）

⑦ 有価証券含み損益（ＪＦＥホールディングス、連結ベース）

　　　　　平成16年度上期末    733億円（含み益）
　　　　　平成16年度末 1,232億円（含み益）
　　　　　平成17年度上期末 1,581億円（含み益）
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（単位；億円）
平成16年度

実績
上期 年度 上期 年度 年度

鉄鋼事業 2,550 5,150 2,710 5,150 4,563
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業 △ 90 △ 20 △ 82 △ 20 53
都市開発事業 1 24 3 24 24
ＬＳＩ事業 4 17 7 20 19
消去又は全社 35 29 3 26 11
営業利益 2,500 5,200 2,642 5,200 4,672

平成17年度 平成17年度
（前回見通し） （今回見通し）



⑧ 特別損益の内訳（ＪＦＥホールディングス、連結ベース、単位：億円）

平成17年度　上期実績

　　  投資有価証券売却益 39
　　  PCB処理費用 △109 *1

　  　課徴金等 △　25 *2
上期実績　合計　 　　 △　96

平成17年度　下期見通し （資産処分損等）  △54
平成17年度　年度見通し △150

 *1 PCB処理費用   「ポリ塩化ビフェニル（PCB)廃棄物の適正な処理の推進
　 に関する特別措置法」により、平成28年７月までにPCB
　 廃棄物を処理することが義務付けられておりますが、今
　 般、日本環境安全事業株式会社(政府100%出資）の設
   立・稼動に伴い、同社にその処理を委託することとした
   ため、当中間連結会計期間に当該処理に係る費用を一
　 括して計上したものであります。

 *２ 課徴金等 　鋼橋上部工事入札に関する独占禁止法違反事件に伴う
　課徴金等の見積り額であります。

⑨ 借入金社債等残高及び支払金利（ＪＦＥホールディングス、連結ベース、単位：億円）

借入金社債等残高 支払金利
　　　　　平成16年度上期末 17,397 平成16年上期 △ 114
　　　　　平成16年度末 14,467 平成16年度 △ 217
　　　　　平成17年度上期末 13,499 平成17年上期 △ 81
　　　　　平成17年度末見込み 12,000 程度 平成17年度見込み △ 160 程度

⑩ 設備投資と減価償却費（ＪＦＥホールディングス、連結ベース、単位：億円）

⑪ 経常利益の増減内容 (平成17年度通期見通し、対平成16年度実績比較）

　　　　　鉄鋼事業 ＋497億円 （4,503億円→5,000億円）

（内容）  コスト変動 +310     (金融収支も含めたｺｽﾄ変動額は、+400)

 為替レート ±0     （ﾚｰﾄ　107.2→107.3（為替予約前）)

 原料価格 △ 2,450

 数量,構成,価格 +2,540 　　（オンリー１、ナンバー１等高級品の増加含む）

 その他 +97

　　　　　エンジニアリング事業 　　 △87億円  (87億円→ 0億円）

（内容）  指名停止による影響に加え、資材費増等による採算悪化などのため、減収減益となる見込み。

　　　　　都市開発事業 　　   ＋１億円  (22億円→23億円）

（内容）  分譲マンションの引渡戸数減により減収となるも、コスト削減等もあり、利益は微増の見込み。

　　　　　ＬＳＩ事業  　　  ＋2億円  (18億円→20億円）

（内容） 　液晶パネル向け製品の出荷が好調であるが、デジタルカメラ向け製品、液晶パネル向け
製品の価格ダウンがあり、大幅な増収を見込むが、利益は微増の見込み。

以　　　　上

平成16年度 平成17年度
実績 見通し

設備投資額 1,572 1,600程度 （工事ベース）
減価償却費 1,797 1,800程度




